
第 23 回通常総代会参考資料　第 2 号議案

第８次中期経営計画
【農業振興計画】
令和元年度～令和 3年度

〜『農』と『相談』を協同の力で〜

東京中央農業協同組合
総代会当日は、この資料を必ずご持参ください。

JA_中期計画_第8次.indd   40 2019/05/30   17:09



目次

　ごあいさつ	……………………………………………………………………………………� 1

　１．計画の趣旨	……………………………………………………………………………�２

　２．第 8次中期経営計画策定の方法	……………………………………………�２

　３．第 7次中期計画の振り返り	……………………………………………………�３

　４．管内農業の状況	 ……………………………………………………………………�７

　５．外部環境について	…………………………………………………………………�９

　６．内部環境について	…………………………………………………………………�10

　７．基本理念から第 8次中期経営計画までの関係図	……………………	13

　８．農協の総合事業とは	………………………………………………………………�14

　９．取り組み内容
（１）食農に関する取り組み	………………………………………………………�16
（２）相談に関する取り組み	………………………………………………………�24
（３）協同に関する取り組み	………………………………………………………�30
（４）経営に関する取り組み	………………………………………………………�32
（５）㈱ＪＡ東京中央セレモニーセンターの取り組み	……………………�36

　10. 事業取扱い計画	………………………………………………………………………�38

　11. 総合財務計画・総合損益計画	…………………………………………………�39

JA_中期計画_第8次.indd   2 2019/06/03   14:48



1

ごあいさつ

　組合員の皆様におかれましては、平素より格別のご高配を賜りまことにありがとうご

ざいます。

　平成28年度から第7次中期計画「自己改革の実践～『農』と『相談』でつながるＪＡ

づくり～」に取り組み、組合員の営農活動やくらしの課題解決のために役職員が一丸と

なり皆様にとって必要な農協づくりに励みました。

　平成27年の都市農業振興基本法の制定にはじまり、都市農地に関する法令は大きく変

化しました。特に特定生産緑地制度については生産緑地指定より30年経過してしまうと

いかなる理由があっても指定ができないことから、事前の周知活動については注力して

いるところです。

　平成26年6月に始まった農協改革集中推進期間も本年5月に終了しました。令和3年3月

まで政府により自己改革の状況や正・准組合員の農協利用状況等の調査・検討が行われ、

准組合員の事業利用量規制について結論が出されることとなっております。

　農協改革の争点は現在の総合農協の仕組みが農業振興にとって適切であるかとなりま

す。私たち都市部では総合農協であることが都市農業振興に直結すると考えています。

農業を営む組合員を中心として、その他多くの都市農業を支える組合員の皆様が事業を

ご利用いただくことで農協が都市農業振興に向けて投資することが可能となります。

　今期からの第8次中期経営計画では「〜『農』と『相談』を協同の力で〜」をテーマに

掲げております。「『農』には、組合員の営農環境を整備し、地域農業を振興する」、「『相

談』には、相談から提案活動を行い、組合員のくらし（資産）を守る』、「『協同』には、

それらを協同組合の価値に基づき行動する」という想いが込められております。組合員

の皆様におかれましても農協活動を通じてテーマの想いを共感いただきたく存じます。

　引き続き、農協の総合事業をご利用いただくとともに、都市農業の振興と地域の活性

化に向けて「『農』と『相談』を協同の力で」を令和元年からのテーマとし、組合員を

主役とした協同組合ならではの活動を展開してまいりますので、一層のご指導並びにご

支援を賜りますようお願い申し上げます。

東京中央農業協同組合　　　

代表理事組合長　城田　恒良
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1．計画の趣旨

　当組合では平成8年の設立（合併）後、平成10年度より中期経営計画の策定を行って

おり、令和元年度より第8次の中期経営計画の策定となります。

　第7次中期計画より中期経営計画と農業振興計画を統合することにより、当組合管内

の実態に応じ、営農活動及び資産管理の観点から営農環境の整備に資する施策を展開す

ることができました。これからも当組合の総合事業をフルに活用することで、引き続き

農業者の営農活動はもちろんのこと、組合員の資産を含めたくらしを守ることを念頭に、

対話活動や環境分析を十分に行い、中期経営計画を策定・実施することで、組合員の皆

さまが必要とする農協になれるように邁進して参ります。

2．第 8 次中期経営計画策定の方法

　第8次中期経営計画策定の手順は以下のとおりです。

《組合員との対話等》

各部会と常勤役員との座談会

認定・認証農業者との意見交換会

業務活動や部会会合での対話活動

第8次中期経営計画案に関する意見交換会

Ｈ27年度組合員アンケート調査

《第7次中期計画（農業振興計画）》

基本目標1：農業者の所得増大を支える営農環境の整備

基本目標2：地域貢献活動による都民理解の醸成

基本目標3：組合員と共に歩む組織づくり

基本目標4：自己改革の実践を支える経営基盤の強化

《環境分析》

農業政策、都市農地政策、管内農業の状況

人口動態

金融情勢等

事業基盤の状況

《その他》

ＪＡ東京グループ第32回東京大会議案

ＪＡ東京バンク中期戦略（2019 ～ 2021年度）

第 8 次

中期経営計画
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3．第 7 次中期計画の振り返り

　当組合では、平成28年度より第7次中期計画を掲げ、「『農』と『相談』でつながるＪ

Ａづくり」をテーマに組合員とともに役職員が一丸となり事業活動に励んでまいりました。

　全般的に目標を達成していますが、未実施の取り組み、踏み込みが弱い取り組みなど

がありました。

　「達成」・「課題」・「反省点」の3段階で評価を行い、特に「課題」及び「反省点」につ

いては第8次中期経営計画に反映させてまいります。

基本目標 1：農業者の所得増大を支える営農環境の整備
1．都市農業振興に向けた取り組み

達成 〇�生産者への訪問活動を数値目標管理することにより、出向く態勢が構築
されました。訪問の目的も農地に係る税制改正の周知活動や栽培相談・
病害虫相談など営農環境を整備する目的に沿ったものでした。

〇�H28年度より土壌改良事業を立ち上げ、H28年度7件、H29年度7件、H30
年度11件を実施しました。引き続き改良の効果を調査してまいります。

〇�杉並区・中野区の農家及び後継者を対象に「すぎなみ・なかの農業塾」
を開講しました。組合員が講師となり実習を行うなど、農協らしい取り
組みとなっています。

課題 〇�農家台帳については、生産者の農地状況の把握などは行われていますが、
効果的な活用ができませんでした。

〇�営農指導員については系統組織や独自プログラムで育成を進めています。
しかしながら営農指導のレベルにはバラつきがあることからレベルに合
わせた呼称や業務内容を整理します。

〇�農業委員会との意見交換会は杉並区との一回だけの開催となりました。
都市農業・農地についての情報共有を引き続き行います。

2．都市農業の特徴を活かした多様な販路による販売力強化

達成 〇�杉並グリーンセンターの購買機能を千歳生活センターへ移管し、30年12
月に直売所としてリニューアルオープンしました。

〇�学校給食への食材供給を強化しました。当組合が農産物を買取り（ジャ
ガイモ1㌧、大蔵ダイコン5㌧など）し、実需者である世田谷区や大田区
の小学校からの発注に対応しました。また大蔵ダイコンの規格外品につ
いては㈱アグリゲート（旬八青果店）と連携し、H30年12月に期間限定で
大蔵ダイコンのＰＲも兼ねて「大蔵ダイコン弁当」を共同開発し、ＦＭで
の販売（2店舗）や旬八青果店（17店舗）で販売し、期間中におおよその
べ32,000人が食しました。

※ＦＭはファーマーズマーケットの略称です。
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反省点 〇�ＦＭ間連携は有効な仕組みが構築できずに、効果的な連携ができません
でした。
〇�ＪＡ間連携も他ＪＡ商品の販売をしましたが、目立った効果は見られま
せんでした。
〇直売所対応は、第8次中期経営計画の中心施策となります。

課題 〇�生産履歴記帳についてはファーマーズマーケットでは記帳率100％でし
た。しかしながら、部会主体の即売などでは生産履歴の提出や管理が整
理できていないため、方法を検討する必要があります。

※ＦＭはファーマーズマーケットの略称です。

基本目標 2：地域貢献活動による都民理解の醸成
1．食料・農業・地域・ＪＡの理解醸成に向けた取り組み

達成 〇�地域住民の農業理解を醸成するために、「まごころ+Ｃ」を創刊しました。
配布方法は新聞4誌に15万部折り込みし、年4回発行しました。表紙は旬
野菜の情報とし、内容は組合員やＪＡが行うイベント情報を充実させ足
を運びたくなるような誌面作りを心がけました。結果としてイベント来
客数が増加している印象を受けました。

〇�支店で農産物の定期販売を実施しました。生産部会による販売、組合員有志
による販売、ＦＭと連携した支店職員による販売など形態はさまざまですが、
直売所3ヵ所、支店11店舗で地場産農産物が購入できるようになりました。
〇�Ｈ28年度より地域行事に全職員が参加しました。特に盆踊りやお神輿な
どには多くの職員が参加し、地域の方々とのふれあいや農協のアピール
など日常業務では経験できない貴重な取り組みとなっています。
〇�Ｈ30年7月にＪＡ東京アグリパークで小学生向け食農教育講座を開催しま
した。地域向け情報誌「まごころ+Ｃ」により参加者を募集したところ80
組の親子から申込みがありました。若手職員5名が講師となり、野菜や和
食講座のプログラムを作成し、一方的に話すのではなく、「とうもろこし
の皮を剥く」、「トマトの糖度を測る」「出汁の材料を当てる」など参加型
プログラムとし、大変好評でした。

課題 〇�農業者の情報発信については媒体が日本農業新聞中心となっており、地
域住民へ情報が届かない状況です。フェイスブックやインスタグラムな
どのＳＮＳも活用しておりますが、こちらも限定的な情報発信となって
おります。

2．学校給食への取り組み

課題 〇�学校給食への食材供給は買取業務を通じて強化した結果、供給量や供給
品目が増加しています。この取り組みは今後の販売事業の中心と考えて
います。しかしながら、管内の学校数が多いことから、供給量を増やす
ための施策が必要です。
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基本方針 3：組合員と共に歩む組織づくり
1．組合員のアクティブメンバー・シップの確立

達成 〇�あらためて組合員の皆様と対話することを大切にし、座談会や意見交換
会を実施しました。農協改革開始以後、のべ1,413名の組合員と対話活動
を行い、意見・要望については事業活動や計画に反映しています。

〇�Ｈ28年度より各部会（本部組織）との座談会を開催しました。座談会で
いただいた要望については可能な限り対応しました。検討が必要な要望
については第8次中期経営計画に反映します。

《対応した取り組み》
青壮年部：営農経済部門の増員（53名→60名）、廃棄農業資材の回収（692
㎏回収）など
女性部：女性向け税務研修会（Ｈ29・30年度開催）
生産組織協議会：伝統野菜の種子保存
資産管理部会連絡協議会：優遇金利の見直し、貸出金手数料の減免、相談
員の配置
〇�Ｈ29年度より組合員親睦活動を開始しました。組合員同士あるいは組合
員と職員がイベントを通じて親睦を深めました。

課題 〇�Ｈ28年度に准組合員向け広報誌「まごころ+Ｊ」を創刊しました。生産者
紹介や農協事業の報告など、農業や農協の取り組みが中心となっていま
す。しかしながら、准組合員を中心としたイベントの開催や研修会など
は未実施となりました。第8次中期経営計画での実施となります。
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基本目標 4：自己改革の実践を支える経営基盤の強化
1．ＪＡ経営基盤強化方策の展開

達成 〇�組織振興業務を強化するためにＨ30年度より組織広報室を設置しました。
今後、組合員教育活動の中心を担う部署です。

〇�㈱ＪＡ東京中央セレモニーセンターが実施主体となり、Ｈ29年3月に介護
保険サービスを開始しました。半日型のリハビリデイサービスであり、
トレーニングマシーンを使用したパワーリハビリにより高齢者の自立を
サポートしています。

　�また、旧仲池上支店の再利用として介護保険外サービスをR元年8月より
始動予定です。認知症予防に重点をおいた会員制《健康長寿倶楽部》を
開設し、健康教室や健康測定会を定期的に開催します。

〇�Ｈ29年度より事業利用分量配当制度を開始しました。配当基準は農協活
動の源泉となる貯金残高（平均）としています。

〇�業務執行体制等の強化については改正農協法に基づき、Ｈ30年度通常総
代会において理事定数（29名）の過半数が「認定農業者（5名）」並びに「実
践的能力者（19名）」として選任されました。

〇�相続・事業承継相談業務については、相続シミュレーションを中心施策
としＨ29・30年度で267件を行い、その結果をもとに総合事業を活かし
た提案活動を実施しました。また、遺言信託についても積極的に普及し、
累積成約件数は246件となりました。

〇�採用活動についてはH29年度よりインターンシップ（学生の就業体験）を
開催しました。また大学に出向き就職説明会を実施するなど積極的な採
用活動を実施しています。

課題 〇�施設整備についてはH30年1月に仲池上支店を馬込支店に移転し、令和元
年9月に統合予定です。今後、第1次整備店舗についての検討・話合いを
進める必要があります。

〇�改正農協法に基づく役員改選については対応いたしました。しかしなが
ら、合併から20年以上経過しており当組合を取り巻く環境も変化してい
ます。役員の業務は高度化・複雑化していることから役員定数や業務執
行体制については検討する必要があります。
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4．管内農業の状況

（1）管内農家戸数（世田谷区はＨ 29.8.1 現在、その他はＨ 30.4.1 現在）

項　目 Ｈ17年 Ｈ22年 Ｈ27年 Ｈ30年
世田谷区 446戸 382戸 340戸 325戸
杉並区 195戸 173戸 150戸 137戸
中野区 20戸 16戸 16戸 17戸
大田区 18戸 15戸 12戸 11戸
合　計 679戸 586戸 518戸 490戸

（2）管内農地面積　※（　）内の数字は農地面積に含まれる生産緑地の面積です。

項　目 Ｈ17年 Ｈ22年 Ｈ27年※ Ｈ30年※
世田谷区 136.3ha 112.7ha 94.0ha （91.0ha） 88.68ha （86.08ha）
杉並区 56.4ha 50.7ha 45.7ha （34.8ha） 42.88ha （33.20ha）
中野区 4.3ha 4.0ha 4.2ha （2.3ha） 2.8ha （1.7ha）
大田区 4.0ha 3.1ha 2.9ha （2.3ha） 2.6ha （1.9ha）
合　計 201.0ha 170.5ha 146.8ha （130.4ha） 136.96ha （122.88ha）

農家戸数は13年間で189戸の減少（△28％）

農地面積は13年間で64haの減少（△32％）

生産緑地は3年間で7.5ha減少（△5.7％）
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図 2　販売農家の年齢層別農業就業人口
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図 3　経営耕地面積規模別農業経営体
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図 4　農産物販売金額規模別農業経営体
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129 33 31 10H27年

図 5　農業経営組織別経営体（単一経営）

露地野菜 果樹類 花き・花木 その他
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図 6　販売形態
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JＡ直売所
庭先販売
市場出荷

※�図1 〜 6は2005年、2010年、2015年世界農林業センサス東京都調査結果報告によるデー
タです
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5．外部環境について

（1）全般として

　わが国全体として超高齢化、人口減少を迎え、農業や社会は急速に姿を変えています。

またわが国経済は「ゆるやかに回復している」とされているものの、長引くマイナス金利

政策の出口は見えず、金融業界を中心に今後のさらなる影響の顕在化が避けられません。

　平成26年6月の「農林水産業・地域の活力創造プラン」改訂等により農協改革がスター

トしました。令和元年5月までが農協改革集中推進期間であり、農協の自主性と組合員

との徹底的な話し合いにより進められてきました。また、平成28年4月の農協法改正で

は准組合員利用量規制に関する附則が規定され令和3年3月まで農協改革の実施状況や組

合員の利用状況の調査・検討が行われているところです。

（2）農協法改正への対応

課題 1：	�理事構成の変更（理事の過半数は認定農業者及び農畜産物販売・法人経営等
に関し実践的な能力を有した者（以下、実践的能力者））でなければならない。

対応 1：	�平成30年6月第22回通常総代会での改選では、理事定数29名のうち、認定農
業者5名、実践的能力者19名、合計24名が法律要件該当者として選任されま
した。

課題 2：	�会計監査人監査の義務付け（令和元年10月より）
対応 2：	�会計監査人候補者の決定及び内部統制の整備強化を実施しました。（第23回

通常総代会で会計監査人の決定）

課題 3：	�農林水産省より「農協が准組合員の位置付けを明らかにし、准組合員の意見
や参画、意思反映をどうするのかを自ら考えて社会に提案すること。」が求
められている。

対応 3：	�第8次中期経営計画の取り組みとなります。

（3）取り巻く環境の変化

①管内の人口は令和2年以降に減少する見込みとなっています。（次ページグラフ参照）

②都市農地は「宅地化すべきもの」から「あるべきもの」へ変化しました。

③金融政策は「貯蓄」から「資産形成」へ変化しています。

④�他金融機関はチャネル戦略を見直しています。（店舗、人員配置、モバイルチャネ

ル活用等）

⑤�他金融機関は相続・富裕層関連業務を強化しています。（信託業務参入、証券子会

社設立等）

⑥�全国的に世代交代等により組合員のお客様化が進み、「我が農協」意識が低下して

います。
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666

693

単位：千人
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549 545 535

522
505

485
463

単位：千人
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中野区

320
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290
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260
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（見込み）
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（見込み）

R12
（見込み）

R17
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300
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271

310 315 313 307
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　※�Ｈ 27 年度までは国勢調査Ｈ 27 年度以降は未来人口データ 2015 ～ 2040 年を使用（国立
社会保障・人口問題研究所）より

6．内部環境について

（1）組合員数の推移

資　格 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度
正組合員 1,890名 1,889名 1,920名 1,925名 1,922名
准組合員 10,563名 10,833名 11,027名 11,082名 11,212名
合　計 12,453名 12,722名 12,947名 13,007名 13,134名

（2）組合員の年齢別割合（Ｈ 30 年 9 月現在）

正組合員は5年間で32名増加（+2％）/准組合員は649名増加（+6％）

20歳未満 20歳～ 30歳～ 40歳～

9%

50歳～

13%

60歳～

20%

70歳～

24.5%

80歳～

20%

90歳～

8%

正組合員（男性）

正組合員（女性）

准組合員（男性）

准組合員（女性）

0.6%0.9%

4%

60歳超：72.5％、70歳超：52.5％
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（3）組合員の平均年齢（Ｈ 30 年 9 月現在）

項　目 正組合員 准組合員 平　均

男　性 69.1歳 66.3歳 66.8歳
女　性 78.7歳 71.0歳 71.7歳
平　均 71.7歳 68.6歳 69.0歳

（4）職員数の推移

男性職員：13名減少（△6％）/ 女性職員：6名減少（△5％）/ 嘱託職員等31名増加（103％）

200 196 185 186 187

117 110 115 113 111

30 42 30 53 61

347名 348名 330名 352名 359名

H25 H26 H27 H28 H29

正職員（男） 正職員（女） 嘱託等

（5）施設の老朽化

①所有施設

施設名 建築年 経過年数 施設整備の方向性
1 山野支店 S40年 53年 令和3年までに施設のあり方の結論を得る
2 ラビス池上 S42年 51年 ㈱ＪＡ東京中央セレモニーセンターと検討する
3 烏山支店 S45年 48年 令和2年以降に建替え計画を行う
4 矢口支店 S47年 46年 令和8年までに施設のあり方の結論を得る
5 高井戸支店 S55年 38年 令和8年までにリフォーム計画を行う

②賃借施設

施設名 賃借開始年 経過年数 施設整備の方向性

1 芦花支店 S52年 41年
烏山支店建替計画時に効果的な統合が可能
かを検討

2 船橋支店 S53年 40年 令和3年までに施設のあり方の結論を得る
3 井荻支店 S60年 33年 令和2年までに施設のあり方の結論を得る

　第21回通常総代会で報告しました「ＪＡ東京中央の現状と施設整備の方向性」に基づ

き施設整備を進めています。
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（6）業務執行のあり方

（7）平成 27 年度アンケート調査結果（一部抜粋）

《正組合員からの農協に対する期待　上位 10 位》

相
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融
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資
産
管
理
・
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運
用
相
談

127

土
地
の
有
効
活
用
、
不
動
産
管
理

114

セ
レ
モ
ニ
ー
セ
ン
タ
ー

85

共
済
商
品

74

不
動
産
賃
貸
管
理

66

介
護

58

《准組合員からの農協に対する期待　上位 10 位》

金
利

771

介
護

330

相
続
対
応
相
談

316

直
売
所

308

セ
レ
モ
ニ
ー
セ
ン
タ
ー

246
共
済
商
品

242
税
務
相
談

240

組
合
員
向
け
イ
ベ
ン
ト

231

融
資
対
応

179

資
産
管
理
・
資
産
運
用
相
談

160

　正組合員と准組合員の農協への期待上位10位では、8項目は同一ですが、正組合員は

「土地の有効活用・不動産管理」・「不動産賃貸管理」、准組合員は「直売所」・「組合員向

けイベント」に高い期待を寄せています。

農協法改正により理事については認定農業者や実践的能力者を過半数以上とする

ことが求められています。また金融規制の強化や内部統制システムの構築及び説

明責任・ガバナンス強化など役員に求められる職務は高度化・複雑化しています。
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7．基本理念から第 8 次中期経営計画までの関係図

4 つの戦略と重点施策

「食農」に関する事項 「相談」に関する事項 「協同」に関する事項 「経営」に関する事項

持続可能な都市農業
の実践

くらしの課題解決に
向けた実践

協同組合力発揮に
向けた実践

必要とされる
農協づくりの実践

1．販売支援

2．生産支援

3．農業経営支援

4．農業理解の醸成

1．資産形成へ向けて

2．	 �将来のリスクに
備えて

3．	 �土地活用や事業
承継に向けて

1．組合員の参加・参画

2．	 �社会環境変化への
対応

1．人材確保と育成

2．施設整備の推進

3．内部統制の整備

4．ガバナンスの再考

第8次中期計画は4つの戦略とし、各重点施策を設定しております。

参考：《目指すべき姿》

地域住民
の「食」を
守る農協

都市農業を
守る農協

組合員の
くらしを
守る農協

《都市農業を守る農協》
農業者の営農環境の整備を図り、持続可能な都市
農業を実現します

《地域住民の「食」を守る農協》
安全で新鮮な農産物や農の多様な機能を地域住民
に提供します

《組合員のくらしを守る農協》
組合員の資産やライフイベントの課題解決を相談
を軸にサポートします

《基本理念》

ＪＡ東京中央は「農」をもとに組合員・地域のみなさまとのふれあいを深め、地

域社会への貢献を目指します

《目指すべき姿》

都市農業を守る農協 / 地域住民の「食」を守る農協 / 組合員のくらしを守る農協

《第 8 次中期経営計画》

テーマ〜「農」と「相談」を協同の力で〜
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8．農協の総合事業とは

組合員
ライフイベント

幼少期 小学校〜大学 就職期 結婚期 出産〜子育て期〜働き盛り期〜退職期 セカンドステージ 相続

営農部門
指導部門

食農教育 / 学校給食

新規就農者
支援

婚活
営農・農業経営支援（新規就農者支援）

農業承継直売所 / 飲食店 / 農業イベント

　　組合員学習活動

信用部門

給与振込
住宅ローン 教育ローン

退職金 年金受給

資産承継マイカーローン 遺言信託 / 民事信託

　　　　　　　　資産形成・運用 / 各種ローン

共済部門
自動車共済

生命共済 　　　　　　　　　 こども共済 生命共済 年金共済受取

生命共済金建物更生共済

貯蓄性共済

資産管理部門

　　　　　　　　　　　　　　　　個人住宅建築・購入 / リフォーム・建替え
相続対策

資産（農地）承継土地活用 / 不動産管理

税務相談・法律相談

㈱ＪＡ東京中央
セレモニーセンター

　　　　　ペット葬 / 人形供養祭 / 各種セミナー

葬　儀介護保険サービス
介護保険外サービス

福祉整理（お部屋の片付け）

農協の総合事業は組合員のライフイベントにあわせて様々な貢献ができる仕組みです。
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8．農協の総合事業とは

組合員
ライフイベント

幼少期 小学校〜大学 就職期 結婚期 出産〜子育て期〜働き盛り期〜退職期 セカンドステージ 相続

営農部門
指導部門

食農教育 / 学校給食

新規就農者
支援

婚活
営農・農業経営支援（新規就農者支援）

農業承継直売所 / 飲食店 / 農業イベント

　　組合員学習活動

信用部門

給与振込
住宅ローン 教育ローン

退職金 年金受給

資産承継マイカーローン 遺言信託 / 民事信託

　　　　　　　　資産形成・運用 / 各種ローン

共済部門
自動車共済

生命共済 　　　　　　　　　 こども共済 生命共済 年金共済受取

生命共済金建物更生共済

貯蓄性共済

資産管理部門

　　　　　　　　　　　　　　　　個人住宅建築・購入 / リフォーム・建替え
相続対策

資産（農地）承継土地活用 / 不動産管理

税務相談・法律相談

㈱ＪＡ東京中央
セレモニーセンター

　　　　　ペット葬 / 人形供養祭 / 各種セミナー

葬　儀介護保険サービス
介護保険外サービス

福祉整理（お部屋の片付け）

農協の総合事業は組合員のライフイベントにあわせて様々な貢献ができる仕組みです。

資産の世代間移転
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9 -（1）．食農に関する取り組み：持続可能な都市農業の実践

都市農業を振興するためには、農業者の営農環境を整備することが不可欠です。そのために、「販売・ 生産・農業経営・農業理解の醸成」の観点から、行政及び農業委員会等と連携を図り農業者をトー
タルサポートし、持続可能な都市農業の実践に貢献します。

1 販売支援

組合員の共同利用施設である直売所3店舗を販売支援の拠点とします。委託品販売強化に向け た取り組みとともに、仕入品を効果的に活用することにより来店客を増加させます。さらに生産物
の販売ロスに対応するために買取業務（実需者ニーズ対応、過剰出荷対応）を強化し、営農指導・ 相談員と連携し買取り可能な指定品目の作付けを促すことにより、労力の低下及び農業所得の増大
に貢献します。

課　題 取り組み項目
業績評価指標

担当部署
令和元年度令和2年度令和3年度

1

減少する直売所の来店数に対応するために、魅力ある品揃えや情報発信及び
販売能力を高める必要がある。

1-1-1 来店客数の増加（ＦＭ千歳烏山、ＦＭ二子玉川、ＦＭ荻窪）
来店客数（3店舗総数）

購買販売課

258,000人 267,600人 277,200人

1-1-2 仕入品の拡充（農協間連携による仕入やフェア開催）
農協間連携

30回 35回 40回
コメント
ＦＭ来店客数
・ＦＭ千歳烏山：Ｈ25（163千人）→Ｈ29（134千人）17％減少
・ＦＭ二子玉川：Ｈ25（  99千人）→Ｈ29（ 77千人）22％減少
・ＦＭ荻窪：H30年12月オープン
※ＦＭはファーマーズマーケットの略称です

1-1-3 販売部門職員の対応能力向上（外部人材の登用と仕入力
向上）

予定
実施 継続 継続

1-1-4 出荷者へ流行や消費者ニーズのフィードバック（農家台
帳活用）【新規：認定農業者】 （農業経営支援：3-1-1と同時進行）

1-1-5 各直売所の自由出荷体制構築　【新規】
自由出荷体制構築

準備 実施 継続

2

農業者の販売ロスを避けるために、規格品・規格外品の買取り業務を拡充す
るとともに、それらの販売先を確保する必要がある。 1-2-1 販路拡充（実需者：公共機関、小売、飲食等）

実需者先数
20件 25件 30件

コメント
※「指定品目」の例としては、学校給食で多く使用する「ジャガイモ、ダイコン、
ニンジンなど」や「伝統野菜」が挙げられます。
Ｈ30年はジャガイモ1㌧、大蔵ダイコン5㌧を買取りました。

1-2-2 指定品目の買取り　（生産支援：2-2-1、2-4-1と同時進行）
指定品目

5品目 5品目 5品目

1-2-3 金融店舗での農産物定期販売（支店が主体となるもの）
【継続：認定農業者/直売部会】

実施店舗
7店舗以上 7店舗以上 7店舗以上

3 花き販売支援が不足していることから、新たな販売方法を構築する必要がある。 1-3-1 旬や物日に合わせた販売イベント
【新規：認定農業者/直売部会】

開催
実施 継続 継続

4

ＪＡ東京グループでの新たな事業モデルへの参加により販売・流通等の効率
化が必要である。 1-4-1 ＪＡ東京グループ直売所運営協議会（仮称）への参加

【東京Ｇ：新規】
予定

参加 継続 継続
コメント
JA東京グループ共通の取り組みです 1-4-2 農協間連携による販路拡大及び物流の効率化

【東京Ｇ：新規】
効率化

実施 継続 継続
※青文字は他の重点項目との関連があります。 ※赤文字は特記事項です。【東京Ｇ】はＪＡ東京グルー プ、【新規】は当年度からの新規事業、【部会名】は各部会の座談会等でいただいた意見です。
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9 -（1）．食農に関する取り組み：持続可能な都市農業の実践

都市農業を振興するためには、農業者の営農環境を整備することが不可欠です。そのために、「販売・ 生産・農業経営・農業理解の醸成」の観点から、行政及び農業委員会等と連携を図り農業者をトー
タルサポートし、持続可能な都市農業の実践に貢献します。

1 販売支援

組合員の共同利用施設である直売所3店舗を販売支援の拠点とします。委託品販売強化に向け た取り組みとともに、仕入品を効果的に活用することにより来店客を増加させます。さらに生産物
の販売ロスに対応するために買取業務（実需者ニーズ対応、過剰出荷対応）を強化し、営農指導・ 相談員と連携し買取り可能な指定品目の作付けを促すことにより、労力の低下及び農業所得の増大
に貢献します。

課　題 取り組み項目
業績評価指標

担当部署
令和元年度令和2年度令和3年度

1

減少する直売所の来店数に対応するために、魅力ある品揃えや情報発信及び
販売能力を高める必要がある。

1-1-1 来店客数の増加（ＦＭ千歳烏山、ＦＭ二子玉川、ＦＭ荻窪）
来店客数（3店舗総数）

購買販売課

258,000人 267,600人 277,200人

1-1-2 仕入品の拡充（農協間連携による仕入やフェア開催）
農協間連携

30回 35回 40回
コメント
ＦＭ来店客数
・ＦＭ千歳烏山：Ｈ25（163千人）→Ｈ29（134千人）17％減少
・ＦＭ二子玉川：Ｈ25（  99千人）→Ｈ29（ 77千人）22％減少
・ＦＭ荻窪：H30年12月オープン
※ＦＭはファーマーズマーケットの略称です

1-1-3 販売部門職員の対応能力向上（外部人材の登用と仕入力
向上）

予定
実施 継続 継続

1-1-4 出荷者へ流行や消費者ニーズのフィードバック（農家台
帳活用）【新規：認定農業者】 （農業経営支援：3-1-1と同時進行）

1-1-5 各直売所の自由出荷体制構築　【新規】
自由出荷体制構築

準備 実施 継続

2

農業者の販売ロスを避けるために、規格品・規格外品の買取り業務を拡充す
るとともに、それらの販売先を確保する必要がある。 1-2-1 販路拡充（実需者：公共機関、小売、飲食等）

実需者先数
20件 25件 30件

コメント
※「指定品目」の例としては、学校給食で多く使用する「ジャガイモ、ダイコン、
ニンジンなど」や「伝統野菜」が挙げられます。
Ｈ30年はジャガイモ1㌧、大蔵ダイコン5㌧を買取りました。

1-2-2 指定品目の買取り　（生産支援：2-2-1、2-4-1と同時進行）
指定品目

5品目 5品目 5品目

1-2-3 金融店舗での農産物定期販売（支店が主体となるもの）
【継続：認定農業者/直売部会】

実施店舗
7店舗以上 7店舗以上 7店舗以上

3 花き販売支援が不足していることから、新たな販売方法を構築する必要がある。 1-3-1 旬や物日に合わせた販売イベント
【新規：認定農業者/直売部会】

開催
実施 継続 継続

4

ＪＡ東京グループでの新たな事業モデルへの参加により販売・流通等の効率
化が必要である。 1-4-1 ＪＡ東京グループ直売所運営協議会（仮称）への参加

【東京Ｇ：新規】
予定

参加 継続 継続
コメント
JA東京グループ共通の取り組みです 1-4-2 農協間連携による販路拡大及び物流の効率化

【東京Ｇ：新規】
効率化

実施 継続 継続
※青文字は他の重点項目との関連があります。 ※赤文字は特記事項です。【東京Ｇ】はＪＡ東京グルー プ、【新規】は当年度からの新規事業、【部会名】は各部会の座談会等でいただいた意見です。

JA_中期計画_第8次.indd   17 2019/05/30   17:09



18

9 -（1）．食農に関する取り組み：持続可能な都市農業の実践

都市農業を振興するためには、農業者の営農環境を整備することが不可欠です。そのために、「販売・ 生産・農業経営・農業理解の醸成」の観点から、行政及び農業委員会等と連携を図り農業者をトー
タルサポートし、持続可能な都市農業の実践に貢献します。

2 生産支援

持続可能な都市農業を実現するために、多様な農業者の志向に沿った肥培管理支援や技術向 上支援及び生産コスト低減に向けた取り組みを農業改良普及センター等と連携し実践します。また、
販売部門における買取業務の拡充により買取指定品目の作付けを促し、労力の省力化・農業 所得の増大にも貢献します。

課　題 取り組み項目
業績評価指標

担当部署
令和元年度令和2年度令和3年度

1
農業者の生産支援のために、営農指導員制度の確立が必要である。

2-1-1 JA東京中央版　営農指導員、営農相談員制度の確立
指導・相談員制度の確立

営農支援課

コメント
相談員の上位が指導員です。保有資格等により位置付けが決まります 実施 継続 継続

2
持続可能な都市農業のために、「農業技術の改善」と「生産環境整備の指導」
が必要である。
また、生産組織協議会を中心とした支援が必要である。

2-2-1 買取指定品目の作付け誘導と支援【新規】 （販売支援：1-2-2と同時進行）

2-2-2 新作物、新品種、栽培方法等の検討会開催
開催数

2回/年 2回/年 2回/年

2-2-3 農業機械安全使用の講習会開催（機械整備含む）
開催数

1回/年 1回/年 1回/年

3 持続可能な都市農業のために、環境保全型農業の推進が必要である。

2-3-1 生産履歴記帳内容整備に向けた講習会
開催数 営農支援課

購買販売課6回 6回 6回

2-3-2 土壌改良事業（土壌還元消毒法）の推進
【継続：認定農業者】

土壌改良事業

営農支援課

7件/年 7件/年 7件/年

2-3-3 土壌診断による土壌管理の推進
土壌診断

100件/年 100件/年 100件/年

4 付加価値の高い農業を推進するために、ＪＡ東京中央地域内の伝統野菜の維
持、継承、発展、普及が必要である。 2-4-1 管内伝統野菜の栽培・販売検討【座談会】（馬込半白キュ

ウリ、馬込三寸人参、城南小松菜、大蔵大根等） （販売支援：1-2-2と同時進行）

5

生産資材価格の引き下げや低コスト・省力生産技術の確立・普及によるトー
タルでの生産コストの低減が必要である。 2-5-1 中古農機具情報の紹介【新規：認定農業者】

（農業経営支援：3-1-1と同時進行）
中古農機具情報の紹介

営農支援課
実施 継続 継続

コメント
JA東京グループ共通の取り組みです 2-5-2 生産資材の価格引き下げ（品目集約、事前予約積み上げ等）

品目数
購買販売課

10品目 15品目 20品目
※青文字は他の重点項目との関連があります。 ※赤文字は特記事項です。【東京Ｇ】はＪＡ東京グルー プ、【新規】は当年度からの新規事業、【部会名】は各部会の座談会等でいただいた意見です。
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9 -（1）．食農に関する取り組み：持続可能な都市農業の実践

都市農業を振興するためには、農業者の営農環境を整備することが不可欠です。そのために、「販売・ 生産・農業経営・農業理解の醸成」の観点から、行政及び農業委員会等と連携を図り農業者をトー
タルサポートし、持続可能な都市農業の実践に貢献します。

2 生産支援

持続可能な都市農業を実現するために、多様な農業者の志向に沿った肥培管理支援や技術向 上支援及び生産コスト低減に向けた取り組みを農業改良普及センター等と連携し実践します。また、
販売部門における買取業務の拡充により買取指定品目の作付けを促し、労力の省力化・農業 所得の増大にも貢献します。

課　題 取り組み項目
業績評価指標

担当部署
令和元年度令和2年度令和3年度

1
農業者の生産支援のために、営農指導員制度の確立が必要である。

2-1-1 JA東京中央版　営農指導員、営農相談員制度の確立
指導・相談員制度の確立

営農支援課

コメント
相談員の上位が指導員です。保有資格等により位置付けが決まります 実施 継続 継続

2
持続可能な都市農業のために、「農業技術の改善」と「生産環境整備の指導」
が必要である。
また、生産組織協議会を中心とした支援が必要である。

2-2-1 買取指定品目の作付け誘導と支援【新規】 （販売支援：1-2-2と同時進行）

2-2-2 新作物、新品種、栽培方法等の検討会開催
開催数

2回/年 2回/年 2回/年

2-2-3 農業機械安全使用の講習会開催（機械整備含む）
開催数

1回/年 1回/年 1回/年

3 持続可能な都市農業のために、環境保全型農業の推進が必要である。

2-3-1 生産履歴記帳内容整備に向けた講習会
開催数 営農支援課

購買販売課6回 6回 6回

2-3-2 土壌改良事業（土壌還元消毒法）の推進
【継続：認定農業者】

土壌改良事業

営農支援課

7件/年 7件/年 7件/年

2-3-3 土壌診断による土壌管理の推進
土壌診断

100件/年 100件/年 100件/年

4 付加価値の高い農業を推進するために、ＪＡ東京中央地域内の伝統野菜の維
持、継承、発展、普及が必要である。 2-4-1 管内伝統野菜の栽培・販売検討【座談会】（馬込半白キュ

ウリ、馬込三寸人参、城南小松菜、大蔵大根等） （販売支援：1-2-2と同時進行）

5

生産資材価格の引き下げや低コスト・省力生産技術の確立・普及によるトー
タルでの生産コストの低減が必要である。 2-5-1 中古農機具情報の紹介【新規：認定農業者】

（農業経営支援：3-1-1と同時進行）
中古農機具情報の紹介

営農支援課
実施 継続 継続

コメント
JA東京グループ共通の取り組みです 2-5-2 生産資材の価格引き下げ（品目集約、事前予約積み上げ等）

品目数
購買販売課

10品目 15品目 20品目
※青文字は他の重点項目との関連があります。 ※赤文字は特記事項です。【東京Ｇ】はＪＡ東京グルー プ、【新規】は当年度からの新規事業、【部会名】は各部会の座談会等でいただいた意見です。
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9 -（1）．食農に関する取り組み：持続可能な都市農業の実践

都市農業を振興するためには、農業者の営農環境を整備することが不可欠です。そのために、「販売・ 生産・農業経営・農業理解の醸成」の観点から、行政及び農業委員会等と連携を図り農業者をトー
タルサポートし、持続可能な都市農業の実践に貢献します。

3 農業経営支援

持続可能な都市農業を実現するために、多様な農業者に対応するための農業経営支援策を用 意し、農業者の志向に沿った持続可能な農業経営を支援します。

課　題 取り組み項目
業績評価指標

担当部署
令和元年度令和2年度令和3年度

1

農業者の営農活動に関する課題を共有するための活動が必要である。
3-1-1

農業者と農協の情報共有ツール開発【新規】
※直売所メール配信システム等の有効活用
（販売支援：1-1-4、生産支援：2-5-1）

予定 営農経済
部門実施 継続 継続

3-1-2 営農活動を支援するための巡回訪問
巡回件数 営農経済

部門コメント
農業経営には様々な情報が必要です。システムを使用し、有益な情報を共有
できるようにします。

50件/月 50件/月 50件/月

3-1-3 認定・認証農業者との意見交換会
開催数

営農支援課
1回/年 1回/年 1回/年

2

都市農業振興のためには、農業者の農地面積、販売金額、経験、年齢、労力、
経営志向に合わせた多様な支援策が必要である。

3-2-1 新規就農者支援（農業塾）
すぎなみなかの農業塾

営農支援課
第1期（後期）第2期（前期）第2期（後期）

3-2-2 特定生産緑地制度への移行（周知・相談・申請支援） （�土地活用・資産価値向上に向
けて：3-3-1） 農住支援部

3-2-3 農業者間の農地貸借斡旋支援 （�土地活用・資産価値向上に向
けて：3-3-2） 農住支援部

3-2-4 体験型農園等の支援（独立型・企業連携型）【新規】 （�土地活用・資産価値向上に向
けて：3-3-3） 農住支援部

コメント
注）農協が農業を直接経営するためには、以下の手続きが必要です。
①農業経営規程の設定【総代会普通決議】	
②農業経営実施計画の設定【総代会特別決議】

3-2-5 収穫体験農園サポート事業（つみとり・ほりとり農園の
推進）

農園数
営農支援課

3 ～ 5園 3 ～ 5園 3 ～ 5園

3-2-6 農地管理、農作業受託（営農支援型/農協直接経営型（注））
営農支援業務受託数

営農支援課
100件 100件 100件

3

農業経営への投資を支援するため、農業関連融資に積極的に取り組む必要が
ある。 3-3-1 農業金融プランナー資格の取得（H30年度保有者：7名）

資格保有人数
融資課

コメント
農業金融プランナー資格とは（農協系統内資格）
農業者の金融ニーズに応えるための資格です。

10名 15名 20名

3-3-2 農業関連融資の推進
取扱い件数

融資課
40件 50件 60件

※青文字は他の重点項目との関連があります。 ※赤文字は特記事項です。【東京Ｇ】はＪＡ東京グルー プ、【新規】は当年度からの新規事業、【部会名】は各部会の座談会等でいただいた意見です。
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9 -（1）．食農に関する取り組み：持続可能な都市農業の実践

都市農業を振興するためには、農業者の営農環境を整備することが不可欠です。そのために、「販売・ 生産・農業経営・農業理解の醸成」の観点から、行政及び農業委員会等と連携を図り農業者をトー
タルサポートし、持続可能な都市農業の実践に貢献します。

3 農業経営支援

持続可能な都市農業を実現するために、多様な農業者に対応するための農業経営支援策を用 意し、農業者の志向に沿った持続可能な農業経営を支援します。

課　題 取り組み項目
業績評価指標

担当部署
令和元年度令和2年度令和3年度

1

農業者の営農活動に関する課題を共有するための活動が必要である。
3-1-1

農業者と農協の情報共有ツール開発【新規】
※直売所メール配信システム等の有効活用
（販売支援：1-1-4、生産支援：2-5-1）

予定 営農経済
部門実施 継続 継続

3-1-2 営農活動を支援するための巡回訪問
巡回件数 営農経済

部門コメント
農業経営には様々な情報が必要です。システムを使用し、有益な情報を共有
できるようにします。

50件/月 50件/月 50件/月

3-1-3 認定・認証農業者との意見交換会
開催数

営農支援課
1回/年 1回/年 1回/年

2

都市農業振興のためには、農業者の農地面積、販売金額、経験、年齢、労力、
経営志向に合わせた多様な支援策が必要である。

3-2-1 新規就農者支援（農業塾）
すぎなみなかの農業塾

営農支援課
第1期（後期）第2期（前期）第2期（後期）

3-2-2 特定生産緑地制度への移行（周知・相談・申請支援） （�土地活用・資産価値向上に向
けて：3-3-1） 農住支援部

3-2-3 農業者間の農地貸借斡旋支援 （�土地活用・資産価値向上に向
けて：3-3-2） 農住支援部

3-2-4 体験型農園等の支援（独立型・企業連携型）【新規】 （�土地活用・資産価値向上に向
けて：3-3-3） 農住支援部

コメント
注）農協が農業を直接経営するためには、以下の手続きが必要です。
①農業経営規程の設定【総代会普通決議】	
②農業経営実施計画の設定【総代会特別決議】

3-2-5 収穫体験農園サポート事業（つみとり・ほりとり農園の
推進）

農園数
営農支援課

3 ～ 5園 3 ～ 5園 3 ～ 5園

3-2-6 農地管理、農作業受託（営農支援型/農協直接経営型（注））
営農支援業務受託数

営農支援課
100件 100件 100件

3

農業経営への投資を支援するため、農業関連融資に積極的に取り組む必要が
ある。 3-3-1 農業金融プランナー資格の取得（H30年度保有者：7名）

資格保有人数
融資課

コメント
農業金融プランナー資格とは（農協系統内資格）
農業者の金融ニーズに応えるための資格です。

10名 15名 20名

3-3-2 農業関連融資の推進
取扱い件数

融資課
40件 50件 60件

※青文字は他の重点項目との関連があります。 ※赤文字は特記事項です。【東京Ｇ】はＪＡ東京グルー プ、【新規】は当年度からの新規事業、【部会名】は各部会の座談会等でいただいた意見です。
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9 -（1）．食農に関する取り組み：持続可能な都市農業の実践

都市農業を振興するためには、農業者の営農環境を整備することが不可欠です。そのために、「販売・ 生産・農業経営・農業理解の醸成」の観点から、行政及び農業委員会等と連携を図り農業者をトー
タルサポートし、持続可能な都市農業の実践に貢献します。

4 農業理解の醸成

地域住民から「農業・農地・農協があってよかった！」という想いを醸成するために「食と体験」 の観点から魅力発信・理解醸成活動を実践します。

課　題 取り組み項目
業績評価指標

担当部署
令和元年度令和2年度令和3年度

1
持続可能な農業のためには行政等と連携し、農業公園等の運営を実施するこ
とにより、都市農業の有益性を教育・福祉及び文化の伝承の観点から情報発
信することが必要である。

4-1-1
行政等からの管理受託
※�杉並区では「上井草2丁目団体利用農園」、世田谷区で
は「喜多見農業公園」の管理を受託しています。

管理農園数 営農経済
部門2～ 3園 2～ 3園 2～ 3園

2 持続可能な農業のためには、ＳＮＳや情報誌の活用や農業イベントを開催し、
都市農業の有益性を情報発信する必要がある。

4-2-1 地域向け情報誌（まごころ+Ｃ）の発行
発行回数

組織広報室
5回 4回 4回

4-2-2 ＳＮＳによる情報発信（フェイスブック、インスタグラ
ム等）（広報部署、直売所からの投稿です）

フォロワー数（本体のＦＢ） 組織広報室
購買販売課350件 380件 400件

4-2-3 農業イベント数（農協主催イベント）
開催数

組織広報室
3回 3回 3回

3 持続可能な農業のためには、食農教育を通じた農業理解や食の意識向上活動
を実践する必要がある。

4-3-1 食農教育授業（学校）
学校数（学童農園） 営農経済部門

組織広報室2校 2校 2校

4-3-2 食農教育講座（一般）【新規】
※アグリパークイベントなど

開催数 営農経済部門
組織広報室8回 8回 8回

※赤文字は特記事項です。【東京Ｇ】はＪＡ東京グループ、【新規】は当年度からの新規事業、【部会名】 は各部会の座談会等でいただいた意見です。
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9 -（1）．食農に関する取り組み：持続可能な都市農業の実践

都市農業を振興するためには、農業者の営農環境を整備することが不可欠です。そのために、「販売・ 生産・農業経営・農業理解の醸成」の観点から、行政及び農業委員会等と連携を図り農業者をトー
タルサポートし、持続可能な都市農業の実践に貢献します。

4 農業理解の醸成

地域住民から「農業・農地・農協があってよかった！」という想いを醸成するために「食と体験」 の観点から魅力発信・理解醸成活動を実践します。

課　題 取り組み項目
業績評価指標

担当部署
令和元年度令和2年度令和3年度

1
持続可能な農業のためには行政等と連携し、農業公園等の運営を実施するこ
とにより、都市農業の有益性を教育・福祉及び文化の伝承の観点から情報発
信することが必要である。

4-1-1
行政等からの管理受託
※�杉並区では「上井草2丁目団体利用農園」、世田谷区で
は「喜多見農業公園」の管理を受託しています。

管理農園数 営農経済
部門2～ 3園 2～ 3園 2～ 3園

2 持続可能な農業のためには、ＳＮＳや情報誌の活用や農業イベントを開催し、
都市農業の有益性を情報発信する必要がある。

4-2-1 地域向け情報誌（まごころ+Ｃ）の発行
発行回数

組織広報室
5回 4回 4回

4-2-2 ＳＮＳによる情報発信（フェイスブック、インスタグラ
ム等）（広報部署、直売所からの投稿です）

フォロワー数（本体のＦＢ） 組織広報室
購買販売課350件 380件 400件

4-2-3 農業イベント数（農協主催イベント）
開催数

組織広報室
3回 3回 3回

3 持続可能な農業のためには、食農教育を通じた農業理解や食の意識向上活動
を実践する必要がある。

4-3-1 食農教育授業（学校）
学校数（学童農園） 営農経済部門

組織広報室2校 2校 2校

4-3-2 食農教育講座（一般）【新規】
※アグリパークイベントなど

開催数 営農経済部門
組織広報室8回 8回 8回

※赤文字は特記事項です。【東京Ｇ】はＪＡ東京グループ、【新規】は当年度からの新規事業、【部会名】 は各部会の座談会等でいただいた意見です。
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9 -（2）．相談に関する取り組み：くらしの課題解決に向けての実践

組合員のくらしを守る農協として、「資産形成・将来リスクへの備え・土地活用・資産価値の向上」 に向けて相談を基軸として組合員の期待に応える事業展開を実践します。

1 資産形成に向けて

信用部門が中心となり、相談を通じて組合員の課題を把握することにより、金融仲介機能（「貯 める」「増やす」「残す」「借りる」）を通じた資産形成に貢献する提案活動を実践します。

課　題 取り組み項目
業績評価指標

担当部署
令和元年度令和2年度令和3年度

1

組合員のライフプランニーズに沿った資産形成提案が必要である。 1-1-1 年金受給者数の拡大
受給者数

信用企画課

7,500名 7,750名 8,000名
コメント
投資信託の取扱いは、商品特性を理解し、ご自身に必要であるとご判断する
組合員に販売することを想定しています。その為には資産形成に関する組合
員向け勉強会が必要と考えています。

1-1-2 組合員向け資産形成勉強会の実施　【新規】
予定

検討・準備 実施 実施

1-1-3 投資信託の取扱い　【新規】
予定

検討・準備 取扱開始 継続

2

組合員の資産承継を円滑に進める支援が必要である。
1-2-1 相続シミュレーション

取扱い件数
120件 120件 120件

1-2-2 遺言信託の普及
取扱い件数

35件 35件 35件
コメント
相続人が被相続人と同じ金融機関に口座を開設している場合は、口座を開設
していない場合と比べて貯金の歩留まり率は20％程度高いとのデータがあり
ます。

1-2-3 民事信託の取扱い
予定

開始 継続 継続

1-2-4 次世代（資産承継者）との関係づくり　【新規】
次世代口座の新規開設件数
100件 100件 100件

3 組合員の課題解決に向けた資金供給が必要である。

1-3-1 リノベーション資金を含む事業性ローンの拡大 （�土地活用・資産価値向上に向
けて：3-2-1） 融資課

1-3-2 住宅ローン伸長による貸出残高の増大
新規実行件数【提携】

融資課
25件 25件 25件

1-3-3 ＪＡネットローンを窓口とした小口ローンの普及拡大
新規実行金額

1億円 1億円 1億円
※青文字は他の重点項目との関連があります。 ※赤文字は特記事項です。【東京Ｇ】はＪＡ東京グルー プ、【新規】は当年度からの新規事業、【部会名】は各部会の座談会等でいただいた意見です。
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9 -（2）．相談に関する取り組み：くらしの課題解決に向けての実践

組合員のくらしを守る農協として、「資産形成・将来リスクへの備え・土地活用・資産価値の向上」 に向けて相談を基軸として組合員の期待に応える事業展開を実践します。

1 資産形成に向けて

信用部門が中心となり、相談を通じて組合員の課題を把握することにより、金融仲介機能（「貯 める」「増やす」「残す」「借りる」）を通じた資産形成に貢献する提案活動を実践します。

課　題 取り組み項目
業績評価指標

担当部署
令和元年度令和2年度令和3年度

1

組合員のライフプランニーズに沿った資産形成提案が必要である。 1-1-1 年金受給者数の拡大
受給者数

信用企画課

7,500名 7,750名 8,000名
コメント
投資信託の取扱いは、商品特性を理解し、ご自身に必要であるとご判断する
組合員に販売することを想定しています。その為には資産形成に関する組合
員向け勉強会が必要と考えています。

1-1-2 組合員向け資産形成勉強会の実施　【新規】
予定

検討・準備 実施 実施

1-1-3 投資信託の取扱い　【新規】
予定

検討・準備 取扱開始 継続

2

組合員の資産承継を円滑に進める支援が必要である。
1-2-1 相続シミュレーション

取扱い件数
120件 120件 120件

1-2-2 遺言信託の普及
取扱い件数

35件 35件 35件
コメント
相続人が被相続人と同じ金融機関に口座を開設している場合は、口座を開設
していない場合と比べて貯金の歩留まり率は20％程度高いとのデータがあり
ます。

1-2-3 民事信託の取扱い
予定

開始 継続 継続

1-2-4 次世代（資産承継者）との関係づくり　【新規】
次世代口座の新規開設件数
100件 100件 100件

3 組合員の課題解決に向けた資金供給が必要である。

1-3-1 リノベーション資金を含む事業性ローンの拡大 （�土地活用・資産価値向上に向
けて：3-2-1） 融資課

1-3-2 住宅ローン伸長による貸出残高の増大
新規実行件数【提携】

融資課
25件 25件 25件

1-3-3 ＪＡネットローンを窓口とした小口ローンの普及拡大
新規実行金額

1億円 1億円 1億円
※青文字は他の重点項目との関連があります。 ※赤文字は特記事項です。【東京Ｇ】はＪＡ東京グルー プ、【新規】は当年度からの新規事業、【部会名】は各部会の座談会等でいただいた意見です。
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9 -（2）．相談に関する取り組み：くらしの課題解決に向けての実践

組合員のくらしを守る農協として、「資産形成・将来リスクへの備え・土地活用・資産価値の向上」 に向けて相談を基軸として組合員の期待に応える事業展開を実践します。

2 将来のリスクに備えて

共済部門が中心となり、相談を通じて組合員の課題を把握することにより、「将来のリスクに 備える価値ある保障」の提案活動を実践します。

課　題 取り組み項目
業績評価指標

担当部署
令和元年度令和2年度令和3年度

1 次世代・次々世代との一層の接点づくりと、組合員の課題把握の為の訪問活
動が必要である。

1-1-1 あんしんチェック活動
安心チェック活動件数

共済課

3,000件 3,000件 3,000件

1-1-2 お客様アンケートの満足度向上
総合満足度

73% 74% 75%

1-1-3 世帯内深耕によるニューパートナーの獲得
ニューパートナー獲得人数
500件 500件 500件

2 高齢化社会のニーズに合わせた共済の提案が必要である。

1-2-1 年金共済による老後資金の確保の提案
新契約高

455,800万円 455,800万円 455,800万円

1-2-2 相続に有効な共済契約の提案
新契約高

122,000万円 122,000万円 122,000万円

1-2-3 生前贈与に有効な共済契約の提案
新契約高

46,500万円 46,500万円 46,500万円

3 ライフサイクルに合わせた共済の提案と、ＬＡ・スマイルサポーターの育成
が必要である。

1-3-1 こども共済による教育資金の確保の提案
新契約高

28,900万円 28,900万円 28,900万円

1-3-2 自動車共済による事故への備えの提案
新契約高

108,600万円 108,600万円 108,600万円

1-3-3 生命系共済による死亡保障の確保の提案
新契約高

300,400万円 300,400万円 300,400万円

1-3-4 各種会議・研修等の実施によるさまざまなニーズへの対
応力強化

会議・研修実施回数
20回 20回 20回
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9 -（2）．相談に関する取り組み：くらしの課題解決に向けての実践

組合員のくらしを守る農協として、「資産形成・将来リスクへの備え・土地活用・資産価値の向上」 に向けて相談を基軸として組合員の期待に応える事業展開を実践します。

2 将来のリスクに備えて

共済部門が中心となり、相談を通じて組合員の課題を把握することにより、「将来のリスクに 備える価値ある保障」の提案活動を実践します。

課　題 取り組み項目
業績評価指標

担当部署
令和元年度令和2年度令和3年度

1 次世代・次々世代との一層の接点づくりと、組合員の課題把握の為の訪問活
動が必要である。

1-1-1 あんしんチェック活動
安心チェック活動件数

共済課

3,000件 3,000件 3,000件

1-1-2 お客様アンケートの満足度向上
総合満足度

73% 74% 75%

1-1-3 世帯内深耕によるニューパートナーの獲得
ニューパートナー獲得人数
500件 500件 500件

2 高齢化社会のニーズに合わせた共済の提案が必要である。

1-2-1 年金共済による老後資金の確保の提案
新契約高

455,800万円 455,800万円 455,800万円

1-2-2 相続に有効な共済契約の提案
新契約高

122,000万円 122,000万円 122,000万円

1-2-3 生前贈与に有効な共済契約の提案
新契約高

46,500万円 46,500万円 46,500万円

3 ライフサイクルに合わせた共済の提案と、ＬＡ・スマイルサポーターの育成
が必要である。

1-3-1 こども共済による教育資金の確保の提案
新契約高

28,900万円 28,900万円 28,900万円

1-3-2 自動車共済による事故への備えの提案
新契約高

108,600万円 108,600万円 108,600万円

1-3-3 生命系共済による死亡保障の確保の提案
新契約高

300,400万円 300,400万円 300,400万円

1-3-4 各種会議・研修等の実施によるさまざまなニーズへの対
応力強化

会議・研修実施回数
20回 20回 20回
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9 -（2）．相談に関する取り組み：くらしの課題解決に向けての実践

組合員のくらしを守る農協として、「資産形成・将来リスクへの備え・土地活用・資産価値の向上」 に向けて相談を基軸として組合員の期待に応える事業展開を実践します。

3 土地活用・資産価値向上に向けて

資産管理部門が中心となり、相談を通じて組合員の課題を把握することにより、土地・建物 を中心とした資産の「保全・活用・価値向上」に貢献する提案活動を実践します。都市農地政策の
動向にあわせた提案及び経年劣化した物件の資産価値を高める提案をいたします。

課　題 取り組み項目
業績評価指標

担当部署
令和元年度令和2年度令和3年度

1 組合員が今まで以上に相談しやすい体制を構築する必要がある。
3-1-1 相談員の配置【新規：座談会】

予定

資産管理課

継続実施 継続 継続

3-1-2 組合員向け資産管理勉強会【新規】
予定

1回 1回 1回

2 空室問題などの環境変化に合わせた賃貸管理業務を実践する必要がある。

3-2-1 経年劣化する物件の競争力を高めるリノベーションの提案
（資産形成に向けて：1-3-1）

予定
実施 継続 継続

3-2-2 管理業務委託契約件数の拡大
件数

8件 8件 8件

3-2-3 事業所とハウジング店の統合【座談会】
予定
砧支店

3

組合員の志向にあわせた農地の有効活用について農協の総合事業を活かした
提案が必要である。 3-3-1 特定生産緑地制度への移行（周知・相談・申請支援）

（農業経営支援：3-2-2）

予定
周知・相談・
申請支援

周知・相談・
申請支援

相談・
申請支援

コメント
注）特定生産緑地、農地貸借の相談窓口は以下のとおりです。
本店農住支援部/千歳生活センター、砧地区生活センター、FM荻窪/千歳支店
（資産管理課）、田園調布支店（資産管理課）、馬込支店（ハウジング馬込店）、
砧支店（資産管理課）、城西支店（杉並事業所）

3-3-2 農業者間の農地貸借斡旋支援
（農業経営支援：3-2-3）

予定
実施 継続 継続

3-3-3 体験型農園等支援（独立型・企業連携型）【新規】
（農業経営支援：3-2-4）

予定
実施 継続 継続

※青文字は他の重点項目との関連があります。 ※赤文字は特記事項です。【東京Ｇ】はＪＡ東京グルー プ、【新規】は当年度からの新規事業、【部会名】は各部会の座談会等でいただいた意見です。
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9 -（2）．相談に関する取り組み：くらしの課題解決に向けての実践

組合員のくらしを守る農協として、「資産形成・将来リスクへの備え・土地活用・資産価値の向上」 に向けて相談を基軸として組合員の期待に応える事業展開を実践します。

3 土地活用・資産価値向上に向けて

資産管理部門が中心となり、相談を通じて組合員の課題を把握することにより、土地・建物 を中心とした資産の「保全・活用・価値向上」に貢献する提案活動を実践します。都市農地政策の
動向にあわせた提案及び経年劣化した物件の資産価値を高める提案をいたします。

課　題 取り組み項目
業績評価指標

担当部署
令和元年度令和2年度令和3年度

1 組合員が今まで以上に相談しやすい体制を構築する必要がある。
3-1-1 相談員の配置【新規：座談会】

予定

資産管理課

継続実施 継続 継続

3-1-2 組合員向け資産管理勉強会【新規】
予定

1回 1回 1回

2 空室問題などの環境変化に合わせた賃貸管理業務を実践する必要がある。

3-2-1 経年劣化する物件の競争力を高めるリノベーションの提案
（資産形成に向けて：1-3-1）

予定
実施 継続 継続

3-2-2 管理業務委託契約件数の拡大
件数

8件 8件 8件

3-2-3 事業所とハウジング店の統合【座談会】
予定
砧支店

3

組合員の志向にあわせた農地の有効活用について農協の総合事業を活かした
提案が必要である。 3-3-1 特定生産緑地制度への移行（周知・相談・申請支援）

（農業経営支援：3-2-2）

予定
周知・相談・
申請支援

周知・相談・
申請支援

相談・
申請支援

コメント
注）特定生産緑地、農地貸借の相談窓口は以下のとおりです。
本店農住支援部/千歳生活センター、砧地区生活センター、FM荻窪/千歳支店
（資産管理課）、田園調布支店（資産管理課）、馬込支店（ハウジング馬込店）、
砧支店（資産管理課）、城西支店（杉並事業所）

3-3-2 農業者間の農地貸借斡旋支援
（農業経営支援：3-2-3）

予定
実施 継続 継続

3-3-3 体験型農園等支援（独立型・企業連携型）【新規】
（農業経営支援：3-2-4）

予定
実施 継続 継続

※青文字は他の重点項目との関連があります。 ※赤文字は特記事項です。【東京Ｇ】はＪＡ東京グルー プ、【新規】は当年度からの新規事業、【部会名】は各部会の座談会等でいただいた意見です。
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2 社会環境変化への対応

環境変化がもたらす社会問題に対して、農協の特性を活かした活動を実践します。

課　題 取り組み項目
業績評価指標

担当部署
令和元年度令和2年度令和3年度

1 少子高齢化などを起因とする社会問題に対応する活動が必要である。

2-1-1 婚活支援事業の実施【座談会】
開催数

組織広報室
1回 1回 1回

2-1-2 認知症サポーターの養成
サポーター率

人事課
100% 100% 100%

2-1-3 買物弱者の支援（移動販売）【新規】
予定

購買販売課
実施 実施 実施

2-1-4 高齢化社会への対応 状況により設定 経営企画課

2-1-5 子ども食堂への食材供給等 （�組合員の参加・参画：1-3-1と
同時進行） 組織広報室

※青文字は他の重点項目との関連があります。 ※赤文字は特記事項です。【東京Ｇ】はＪＡ東京グルー プ、【新規】は当年度からの新規事業、【部会名】は各部会の座談会等でいただいた意見です。

9 -（3）．協同に関する取り組み：協同組合力の発揮を実践

社会環境が変化する中で、改めて協同組合運動の価値（自助、自己責任、民主主義、公正、連帯）を学び、 農協の主人公たる組合員の諸活動を通じた地域貢献を実践します。

1 組合員の参加・参画

組合員の参加・参画には協同組合の価値を共有することが必要です。そのために今一度原点 に立ち返り組合員と役職員が共に学ぶとともに、組合員と対話することを重点施策とし、未来志向
の協同組合づくりを実践します。

課　題 取り組み項目
業績評価指標

担当部署
令和元年度令和2年度令和3年度

1 未来志向の協同組合づくりには組合員との対話が重要である。

1-1-1 各部会との座談会
回数 組織広報室

農住支援部4回 4回 4回

1-1-2 後継者交流会の開催【継続：座談会】
予定

組織広報室

実施 実施 実施

1-1-3 組合員訪問の実施【新規】
予定

実施 実施 実施

2 組合員が自らの組合の民主的な運営を進めるために、協同組合等に関する教
育活動が必要である。

1-2-1 組合員大学（ＪＡカレッジ）の運営【新規】
予定

第1期（基礎）第1期（専門）第2期（基礎）

1-2-2 組合員学習文化事業講演会（ＪＡカレッジのオープン講
座）【新規】

開催数
1回 1回 1回

3 農協の特性を活かした地域貢献活動が必要である。
1-3-1 地区を拠点にした活動（組合員組織との協同活動）

（社会環境変化への対応：2-1-5）
予定

実施 実施 実施

1-3-2 地域行事への参加【継続：意見多数】
予定

実施 実施 実施

4
准組合員の位置付け明確化と意思反映の方法を検討・実施する必要がある。

1-4-1 准組合員の位置付けの明確化、意思反映システムの構築
【東京G：新規】

予定
経営企画課

コメント：JA東京グループ共通の取り組みです 調査・検討 実施 継続
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2 社会環境変化への対応

環境変化がもたらす社会問題に対して、農協の特性を活かした活動を実践します。

課　題 取り組み項目
業績評価指標

担当部署
令和元年度令和2年度令和3年度

1 少子高齢化などを起因とする社会問題に対応する活動が必要である。

2-1-1 婚活支援事業の実施【座談会】
開催数

組織広報室
1回 1回 1回

2-1-2 認知症サポーターの養成
サポーター率

人事課
100% 100% 100%

2-1-3 買物弱者の支援（移動販売）【新規】
予定

購買販売課
実施 実施 実施

2-1-4 高齢化社会への対応 状況により設定 経営企画課

2-1-5 子ども食堂への食材供給等 （�組合員の参加・参画：1-3-1と
同時進行） 組織広報室

※青文字は他の重点項目との関連があります。 ※赤文字は特記事項です。【東京Ｇ】はＪＡ東京グルー プ、【新規】は当年度からの新規事業、【部会名】は各部会の座談会等でいただいた意見です。

9 -（3）．協同に関する取り組み：協同組合力の発揮を実践

社会環境が変化する中で、改めて協同組合運動の価値（自助、自己責任、民主主義、公正、連帯）を学び、 農協の主人公たる組合員の諸活動を通じた地域貢献を実践します。

1 組合員の参加・参画

組合員の参加・参画には協同組合の価値を共有することが必要です。そのために今一度原点 に立ち返り組合員と役職員が共に学ぶとともに、組合員と対話することを重点施策とし、未来志向
の協同組合づくりを実践します。

課　題 取り組み項目
業績評価指標

担当部署
令和元年度令和2年度令和3年度

1 未来志向の協同組合づくりには組合員との対話が重要である。

1-1-1 各部会との座談会
回数 組織広報室

農住支援部4回 4回 4回

1-1-2 後継者交流会の開催【継続：座談会】
予定

組織広報室

実施 実施 実施

1-1-3 組合員訪問の実施【新規】
予定

実施 実施 実施

2 組合員が自らの組合の民主的な運営を進めるために、協同組合等に関する教
育活動が必要である。

1-2-1 組合員大学（ＪＡカレッジ）の運営【新規】
予定

第1期（基礎）第1期（専門）第2期（基礎）

1-2-2 組合員学習文化事業講演会（ＪＡカレッジのオープン講
座）【新規】

開催数
1回 1回 1回

3 農協の特性を活かした地域貢献活動が必要である。
1-3-1 地区を拠点にした活動（組合員組織との協同活動）

（社会環境変化への対応：2-1-5）
予定

実施 実施 実施

1-3-2 地域行事への参加【継続：意見多数】
予定

実施 実施 実施

4
准組合員の位置付け明確化と意思反映の方法を検討・実施する必要がある。

1-4-1 准組合員の位置付けの明確化、意思反映システムの構築
【東京G：新規】

予定
経営企画課

コメント：JA東京グループ共通の取り組みです 調査・検討 実施 継続
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9 -（4）．経営に関する取り組み：必要とされる農協づくりへの実践

当組合が保有する経営資源（ヒト、モノ、カネ、ノウハウ）の力を最大限発揮することにより、組 合員が必要とする農協づくりを実践します。

1 人材の確保と育成

組合員から求められている人材の確保と育成に向けて取り組むとともに、能力開発に向けた 投資を実践します。

課　題 取り組み項目
業績評価指標

担当部署
令和元年度令和2年度令和3年度

1 組合員の期待に応えるために、多様な人材を確保する必要がある

1-1-1 ＪＡ東京グループの人材確保・育成連絡協議会への参加
【東京Ｇ：新規】

予定

人事課

参加 継続 継続

1-1-2 インターンシップの開催（大学3年生対象）
インターンシップ参加人数
30名 30名 30名

1-1-3 大学内セミナーの実施
開催回数

3～ 5校 3～ 5校 3～ 5校

2 ワークライフバランスの実現に向けた働き方改革を推進する必要がある
1-2-1 有給休暇消化率

付与日数に対する消化率
60% 60% 60%

1-2-2 残業時間の抑制
前年対比

95% 95% 95%

3 中核人材のマネジメント能力・専門能力を向上させるために積極的な投資を
行う必要がある

1-3-1 若手職員に対してキャリアプランニングに関する研修の
実施

回数
1回 1回 1回

1-3-2 管理職に対してマネジメントに関する研修の実施
回数

1回 1回 1回

1-3-3 専門能力取得のための研修会派遣
研修派遣人数

1名 1名 1名
 ※赤文字は特記事項です。【東京Ｇ】はＪＡ東京グループ、【新規】は当年度からの新規事業、【部会名】 は各部会の座談会等でいただいた意見です。

2 施設整備の推進

「ＪＡ東京中央の施設整備の方向性」にもとづき当組合の施設整備を推進するとともに、営農 経済部門における事業の効率化を図り、組合員の利便性を考慮しつつ財務健全性向上を図ります。

課　題 取り組み項目
業績評価指標

担当部署
令和元年度令和2年度令和3年度

1 施設整備の方向性にもとづき、第1次整備対象店舗のあり方の結論を得る必要
がある。

2-1-1 船橋支店のあり方
予定

経営企画課

検討・協議 〃 判断

2-1-2 山野支店のあり方
予定

検討・協議 〃 判断

2-1-3 井荻支店のあり方
予定

検討・協議 判断

2 営農経済部門における事業の効率化を図り、組合員の利便性を考慮しつつ財
務健全性向上を図る。

2-2-1 生活物資の取扱い方法及び取扱い店舗の検討
予定

経営企画課
購買販売課

検討・協議 実施

2-2-2 生産資材の取扱い方法及び取扱い店舗の検討
予定

検討・協議 実施
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9 -（4）．経営に関する取り組み：必要とされる農協づくりへの実践

当組合が保有する経営資源（ヒト、モノ、カネ、ノウハウ）の力を最大限発揮することにより、組 合員が必要とする農協づくりを実践します。

1 人材の確保と育成

組合員から求められている人材の確保と育成に向けて取り組むとともに、能力開発に向けた 投資を実践します。

課　題 取り組み項目
業績評価指標

担当部署
令和元年度令和2年度令和3年度

1 組合員の期待に応えるために、多様な人材を確保する必要がある

1-1-1 ＪＡ東京グループの人材確保・育成連絡協議会への参加
【東京Ｇ：新規】

予定

人事課

参加 継続 継続

1-1-2 インターンシップの開催（大学3年生対象）
インターンシップ参加人数
30名 30名 30名

1-1-3 大学内セミナーの実施
開催回数

3～ 5校 3～ 5校 3～ 5校

2 ワークライフバランスの実現に向けた働き方改革を推進する必要がある
1-2-1 有給休暇消化率

付与日数に対する消化率
60% 60% 60%

1-2-2 残業時間の抑制
前年対比

95% 95% 95%

3 中核人材のマネジメント能力・専門能力を向上させるために積極的な投資を
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研修派遣人数

1名 1名 1名
 ※赤文字は特記事項です。【東京Ｇ】はＪＡ東京グループ、【新規】は当年度からの新規事業、【部会名】 は各部会の座談会等でいただいた意見です。

2 施設整備の推進

「ＪＡ東京中央の施設整備の方向性」にもとづき当組合の施設整備を推進するとともに、営農 経済部門における事業の効率化を図り、組合員の利便性を考慮しつつ財務健全性向上を図ります。

課　題 取り組み項目
業績評価指標

担当部署
令和元年度令和2年度令和3年度

1 施設整備の方向性にもとづき、第1次整備対象店舗のあり方の結論を得る必要
がある。

2-1-1 船橋支店のあり方
予定

経営企画課

検討・協議 〃 判断

2-1-2 山野支店のあり方
予定

検討・協議 〃 判断

2-1-3 井荻支店のあり方
予定

検討・協議 判断

2 営農経済部門における事業の効率化を図り、組合員の利便性を考慮しつつ財
務健全性向上を図る。

2-2-1 生活物資の取扱い方法及び取扱い店舗の検討
予定

経営企画課
購買販売課

検討・協議 実施

2-2-2 生産資材の取扱い方法及び取扱い店舗の検討
予定

検討・協議 実施
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9 -（4）．経営に関する取り組み：必要とされる農協づくりへの実践

当組合が保有する経営資源（ヒト、モノ、カネ、ノウハウ）の力を最大限発揮することにより、組 合員が必要とする農協づくりを実践します。

3 内部統制の整備

組織の健全な経営を維持するため、業務上のルールを整備しチェック体制を構築することに よって不正やミスを防止・発見する仕組みを構築します

課　題 取り組み項目
業績評価指標

担当部署
令和元年度令和2年度令和3年度

1 管理事務の負担軽減及び事務ミスによる組合員や財務諸表への影響を限りな
くゼロにする必要がある。

3-1-1 管理事務のシステム化【新規】
予定

総務課
調査・検討 実施 継続

3-1-2 文書管理のシステム化【新規】
予定

総務課
調査・検討 実施 継続

2
総合事業経営を持続的に継続するために内部管理態勢を網羅的に整備する必
要がある。

3-2-1 内部監査体制の整備（ＪＡバンク基本方針改訂）
【農協Ｇ：新規】

予定
人事課10月より

新基準 継続

3-2-2 中央会業務監査との連携【東京Ｇ：新規】
予定

監査室
実施 継続

3-2-3 内部統制の整備
予定 リスク

管理室JA東京グループ共通の取り組みです 実施 継続
※赤文字は特記事項です。【東京Ｇ】はＪＡ東京グループ、【新規】は当年度からの新規事業、【部会名】 は各部会の座談会等でいただいた意見です。

4 ガバナンスの再考

当組合を取り巻く環境に対応し、これからの農協運営に最適なガバナンス体制を築くことに より、組合員に必要とされる農協づくりを目指します。

課　題 取り組み項目
業績評価指標

担当部署
令和元年度令和2年度令和3年度

1 合併後20年以上が経過し取り巻く環境も変化しているため、役員定数や常勤
役員体制について再考する必要がある。 4-1-1 役員定数・常勤役員体制に関する調査・要望把握・検討

【新規】

予定
経営企画課調査・検討・

協議
状況により
定款変更 役員改選

※青文字は他の重点項目との関連があります。 ※赤文字は特記事項です。【東京Ｇ】はＪＡ東京グルー プ、【新規】は当年度からの新規事業、【部会名】は各部会の座談会等でいただいた意見です。
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9 -（4）．経営に関する取り組み：必要とされる農協づくりへの実践
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実施 継続
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管理室JA東京グループ共通の取り組みです 実施 継続
※赤文字は特記事項です。【東京Ｇ】はＪＡ東京グループ、【新規】は当年度からの新規事業、【部会名】 は各部会の座談会等でいただいた意見です。

4 ガバナンスの再考

当組合を取り巻く環境に対応し、これからの農協運営に最適なガバナンス体制を築くことに より、組合員に必要とされる農協づくりを目指します。

課　題 取り組み項目
業績評価指標

担当部署
令和元年度令和2年度令和3年度

1 合併後20年以上が経過し取り巻く環境も変化しているため、役員定数や常勤
役員体制について再考する必要がある。 4-1-1 役員定数・常勤役員体制に関する調査・要望把握・検討

【新規】

予定
経営企画課調査・検討・

協議
状況により
定款変更 役員改選

※青文字は他の重点項目との関連があります。 ※赤文字は特記事項です。【東京Ｇ】はＪＡ東京グルー プ、【新規】は当年度からの新規事業、【部会名】は各部会の座談会等でいただいた意見です。
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9 -（5）．㈱ＪＡ東京中央セレモニーセンターの取り組み

1. 葬儀を取り巻く環境変化とセレモニーセンターの現状 2. セレモニーセンターの新たな取り組み

（1）経営理念・行動指針等の策定

仏　式 神　式 キリスト教式 無宗教

自　宅 病　院 老人ホーム等 自　宅

形式

大型葬 一般葬 家族葬 一日葬 直　葬形態

死亡
場所

勤務先・地域・親戚 家族化葬儀
規模

インターネットによる葬儀紹介サイト・葬儀社の
普及により低価格葬儀が主流

環境の変化

葬儀・法要相談所
烏 山 店 祖 師 谷 店

ブリエ リアン

成 田 東 店 浜 田 山 店

方 南 店（仏壇・仏具ギャラリー）
地域共生事業の推進により
顧客の定着化を図る

葬儀の小規模化に対応した
安置施設・式場の展開

葬儀式場

みどり会館

烏 山 店 烏山念仏堂

JA池上ホール JA池上ホール

成田東店（小規模）成 田 東 店

萬福寺ホール 萬福寺ホール

永福寺会館 清見寺光雲閣

安 置 施 設

管理式場

見込み客の囲い込み

式 場

カルチャー教室 多目的ホール

▼
▼

営業力
強化

施行力
強化

ライフサポートサービス
◆お部屋の片付け
入院・入居時から、遺品整理
までをフォロー。

◆ペットの供養
顧客ニーズへの対応とペッ
トロス症候群の防止。

◆葬儀後のアフターサービス
顧客サービスの充実による
リピーターの獲得。

◆リハプライド烏山
半日型リハビリデイサービ
スの運営。

介護保険サービス

◆JA健康長寿倶楽部の開設
旧仲池上支店の活用と健康
長寿社会への貢献。

介護保険外サービス

▼
▼

▼
▼

セレモニーセンター

葬儀の
小規模化に伴う
新戦略

具体的な環境変化

　セレモニーセンターは、当社が地域社会において果たすべき使命、基本姿勢などを社内外に向けて
表明するため、経営理念

「地域を愛し、人を愛し、尊厳ある事業活動を通して、社会貢献します」
　及びコーポレートメッセージ「人に、地域に、よりそう心」を策定いたしました。併せて、お客様へ
の約束としての行動指針「私達は、地域を愛し、地域活動を通して、地域と共に幸せの向上を目指し
ます」など4項目を掲げ、その実践を通して社員のモチベーションアップと、社会貢献に努めてまい
ります。

（2）ライフサポートサービスの強化

　ライフサポートサービス〈お部屋の片付け・ペットの供養・葬儀後
のアフターサービス〉の強化は、地域のニーズに対応すると同時に、
葬儀見込み客の囲い込みに最も有効な手段と考えます。
　また、社内的にも、葬儀受注件数が季節や月、また日によって大き
く変動するため、施行担当スタッフの有効的活用が難しいなどの一
面があります。このような中で、余力人員をライフサポートサービス
に活用することにより、人材の有効的活用が可能になります。

（3）介護保険サービス事業の推進と施設の活用

　人生100年時代を支える介護保険制度の原点は「高齢者の皆さんがい
つまでも住み慣れた自宅や地域で、安心して生活できる」ことにあります。
　セレモニーセンターは、地域包括支援センター等と提携し、病院などを
退院され、リハビリを必要とする要介護者を対象としたリハビリデイサー
ビス（半日型）を運営しています。
　また施設の有効的活用を図るため、デイサービスの休館日を活用した健
康教室などを定期的に開催しています。

（4）会員制《JA健康長寿倶楽部》の開設準備

　2025年に65歳以上の高齢者の5人に1人が認知症にかかると言われるほど、認知症対策が社会
問題化しようとしています。セレモニーセンターは、この問題を重要視。介護保険外サービスの一環
として、認知症予防に重点をおいた会員制《JA健康長寿倶楽
部》を旧仲池上支店を活用して開設し、各種健康教室や健康
度測定会を定期的に開催していきます。
　また、施設の有効的活用を図るため、地域のコミュニティ
施設としての活用も積極的に図っていきます。
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9 -（5）．㈱ＪＡ東京中央セレモニーセンターの取り組み
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10．第 8 次中期計画　事業取扱い計画
（単位：組合員数）

組合員数 令和元年度 令和2年度 令和3年度
正組合員 ～ 1,930名 ～ 1,930名 ～ 1,930名
准組合員 ～ 11,500名 ～ 11,500名 ～ 11,500名
合計 ～ 13,430名 ～ 13,430名 ～ 13,430名

※参考情報　正組合員：1,922名 准組合員：11,212名　合計：13,134名　平成29年度末
（単位：千円）

指導事業 令和元年度 令和2年度 令和3年度
指導事業支出 108,586 109,436 108,336

（単位：件）
指導事業（営農支援） 令和元年度 令和2年度 令和3年度
営農支援 100 100 100
土壌診断 100 100 100
土壌改良 7 7 7

（単位：千円）
購買事業 令和元年度 令和2年度 令和3年度
生産資材供給高 174,000 174,000 174,000
生活物資供給高 106,000 106,000 106,000
購買品供給高合計 280,000 280,000 280,000

（単位：千円）
販売事業 令和元年度 令和2年度 令和3年度
受託販売品取扱高 129,000 135,700 142,400
　うちＦＭ千歳烏山 60,000 63,000 66,150
　うちＦＭ二子玉川 45,000 47,500 49,850
　うちFM荻窪 24,000 25,200 26,400
買取販売品販売高 128,000 150,500 170,200
　うちＦＭ千歳烏山 50,000 59,400 66,150
　うちＦＭ二子玉川 66,000 74,300 82,450
　うちFM荻窪 12,000 16,800 21,600
販売品取扱高合計 257,000 286,200 312,600

（単位：百万円）
信用事業 令和元年度 令和2年度 令和3年度
貯金残高 375,000 380,000 385,000
預金残高 218,000 216,000 211,000
貸出金残高 157,000 157,500 158,000
有価証券残高 40,000 45,000 48,000
投資信託販売額  体制整備 取扱い開始 継続
年金受給者数（単位：人） 7,500 7,750 8,000

（単位：件）
相談業務 令和元年度 令和2年度 令和3年度
相続シミュレーション 120 120 120
遺言信託 35 35 35
民事信託 取扱い開始 継続 継続

（単位：百万円）
共済事業 令和元年度 令和2年度 令和3年度
長期共済保有高 610,000 610,000 610,000
長期共済新契約高 37,800 37,800 37,800
　うち基盤 8,000 8,000 8,000
　うち建物更生共済 26,700 26,700 26,700
　うち特定 3,100 3,100 3,100
短期共済掛金高 277 277 277

（単位：千円）
宅地等供給事業 令和元年度 令和2年度 令和3年度
宅地等供給事業収益 500,000 500,000 500,000
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11．総合財務計画・総合損益計画

総合財務計画� （単位：百万円）

科　　目 令和元年度 令和2年度 令和3年度 科　　目 令和元年度 令和2年度 令和3年度

信用事業資産 415,133 419,247 417,415 信用事業負債 393,140 395,660 393,160

　　うち貸出金 157,000 157,500 158,000 　　うち貯金 375,000 380,000 385,000

　　うち預金 218,000 216,000 211,000 共済事業負債 957 957 957

　　うち有価証券 40,000 45,000 48,000 経済事業負債 27 27 27

共済事業資産 52 52 52 雑負債 779 798 790

経済事業資産 36 36 36 諸引当金 1,020 1,032 1,009

雑資産 403 403 403 繰延税金負債 480 880 880

固定資産 4,375 4,155 3,935 負債の部　合計 396,405 399,355 396,824

外部出資 10,912 10,992 10,992 純資産の部　合計 34,507 35,531 36,010

合　　計 430,912 434,887 432,835 合　　計 430,912 434,887 432,835

総合損益計画� （単位：千円）

科　　目 令和元年度 令和2年度 令和3年度

信用事業総利益 3,164,087 3,118,895 3,083,445

共済事業総利益 785,000 785,000 785,000

購買事業総利益 40,400 40,400 40,400

販売事業総利益 33,000 38,000 42,500

宅地等供給事業総利益 485,500 485,500 485,500

指導事業収支差額 △ 72,515 △ 68,575 △ 67,475

事業総利益 4,435,472 4,399,220 4,369,370

事業管理費 3,782,650 3,764,350 3,763,550

事業利益 652,822 634,870 605,820

事業外損益 152,500 186,500 186,500

経常利益 805,322 821,370 792,320

特別損益 △ 50,000 − −

税引前当期利益 755,322 821,370 792,320

当期剰余金 519,512 567,125 546,183
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協　同　組　合　原　則

１．定　義

　協同組合とは、人々が自主的に結びついた自律の団体です。人々が共同で

所有し民主的に管理する事業体を通じ、経済的・社会的・文化的に共通して

必要とするものや強い願いを充たすことを目的にしています。

２．価　値

　協同組合は、自助、自己責任、民主主義、平等、公正、連帯という価値観

に基づいています。組合員は、創始者達の伝統を受け継いで、正直、公開、

社会的責任、他者への配慮という倫理的な価値を信条としています。

３．原　則

　　＜第１原則＞　自主的で開かれた組合員制

　　＜第２原則＞　組合員による民主的な管理

　　＜第３原則＞　組合財政への参加

　　＜第４原則＞　自主・自立

　　＜第５原則＞　教育・研修、広報

　　＜第６原則＞　協同組合間の協同

　　＜第７原則＞　地域社会への係わり
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本 店 〒157-0063 東 京 都 世 田 谷 区 粕 谷3-1-1 TEL03-3308-3181 FAX03-3308-5444

千 歳 支 店 〒157-0063 東 京 都 世 田 谷 区 粕 谷3-1-1 TEL03-3308-6661 FAX03-3308-6536

烏 山 支 店 〒157-0062 東京都世田谷区南烏山6-33-3 TEL03-3308-6666 FAX03-3308-1576

芦 花 支 店 〒157-0062 東京都世田谷区南烏山3-2-10 TEL03-3309–5151 FAX03-3309-8864

船 橋 支 店 〒156-0055 東京都世田谷区船橋1-9-12 TEL03-3427–5511 FAX03-3427-3361

田 園 調 布 支 店 〒145-0072 東京都大田区田園調布本町7-4 TEL03-3721-6181 FAX03-3721-8179

矢 口 支 店 〒146-0095 東京都大田区多摩川1-22-1 TEL03–3759-8501 FAX03-3759-8735

馬 込 支 店 〒143-0025 東京都大田区南馬込5-28-8 TEL03-3775-1321 FAX03-3777-3291

仲 池 上 支 店
（ 馬 込 支 店 内 ）

〒143-0025 東京都大田区南馬込5-28-8 TEL03-3773-1521 FAX03-3773-1595

砧 支 店 〒157-0067 東京都世田谷区喜多見5-4-3 TEL03-3416-0101 FAX03-3416-0150

山 野 支 店 〒157-0073 東 京 都 世 田 谷 区 砧4-4-7 TEL03-3417-2371 FAX03-3416-5016

鎌 田 支 店 〒157-0077 東京都世田谷区鎌田3-18-5 TEL03-3709-1573 FAX03-3708-0927

城 西 支 店 〒166-0015 東京都杉並区成田東5-18-7 TEL03-3392-7271 FAX03-3392-7275

高 井 戸 支 店 〒168-0072 東京都杉並区高井戸東3-22-11 TEL03-3331-5181 FAX03-3331-5122

井 荻 支 店 〒167-0035 東 京 都 杉 並 区 今 川1-17-15 TEL03-3395-3361 FAX03-3395-3380

杉 並 中 野 支 店 〒167-0034 東 京 都 杉 並 区 桃 井2-3-4 TEL03-3399-8983 FAX03-3399-8914

ハ ウ ジ ン グ 千 歳 店 〒157-0063 東 京 都 世 田 谷 区 粕 谷3-1-1 TEL03-3308-6011 FAX03-3308-6811

ハ ウ ジ ン グ 馬 込 店 〒143-0025 東京都大田区南馬込5-39-3 TEL03–3777–5181 FAX03-3771-4086

ハ ウ ジ ン グ 砧 店 〒157-0067 東京都世田谷区喜多見5-4-3 TEL03-3416-7965 FAX03-3416-5940

千 歳 生 活 セ ン タ ー 〒157-0063 東 京 都 世 田 谷 区 粕 谷3-1-1 TEL03-3308-6622 FAX03-3308-5611

砧地区生活センター 〒157-0077 東京都世田谷区鎌田3-18-5 TEL03-3708-2887 FAX03-3708-1198

ファーマーズマーケット
千 歳 烏 山 〒157-0062 東京都世田谷区南烏山6-28-1 TEL03-5313-7711 FAX03-5313–3525

ファーマーズマーケット
二 子 玉 川 〒157-0077 東京都世田谷区鎌田3-18-8 TEL03-3708-1187 FAX03-3708-1198

ファーマーズマーケット
荻 窪 〒166-0004 東京都杉並区阿佐谷南3-13-2 TEL03-5349-8791 FAX03-3392-9580

㈱JA東 京 中 央
セレモ二ーセンター 〒157-0061 東京都世田谷区北烏山3-5-6 TEL03-5315-1717 FAX03-5315-2010
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